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四
万
十
市
議
会
３
月
定
例
会
は
、
３
月
２
日

に
開
会
し
、
17
日
ま
で
の
16
日
間
の
会
期
で
開

催
し
ま
し
た
。 

　
今
期
定
例
会
に
は
、
平
成
22
年
度
補
正
予
算

６
件
、
平
成
23
年
度
当
初
予
算
17
件
、
条
例
の

制
定
11
件
、
道
路
線
の
認
定
な
ど
７
件
、
諮
問

１
件
及
び
議
員
提
出
議
案
２
件
が
提
出
さ
れ
、

慎
重
に
審
議
を
行
い
ま
し
た
。 

　
そ
の
う
ち
、平
成
23
年

度
一
般
会
計
予
算
と
平

成
23
年
度
病
院
事
業
会

計
予
算
に
つ
い
て
は
、議

員
か
ら
一
般
会
計
か
ら

市
民
病
院
へ
の
基
準
外

繰
出
金
７
７
０
０
万
円

を
削
除
す
る
修
正
案
が

提
出
さ
れ
、
討
論
・
採
決

の
結
果
、賛
成
多
数
で
修

正
す
る
こ
と
が
可
決
さ

れ
ま
し
た
。そ
の
他
の
議

案
に
つ
い
て
は
原
案
の

と
お
り
可
決
又
は
認
定

し
ま
し
た
。 

　
一
般
質
問
で
は
、９
名

が
質
問
に
立
ち
、市
長
の

政
治
姿
勢
、
防
災
対
策
、

四
万
十
川
清
流
保
全
対

策
な
ど
に
つ
い
て
質
し

ま
し
た
。
詳
し
く
は
、
４

ペ
ー
ジ
か
ら
掲
載
し
て

い
ま
す
の
で
ご
覧
く
だ

さ
い
。 

　
ま
た
、常
任
委
員
会
な

ど
の
改
組
を
行
い
、新
し

い
委
員
を
選
任
し
ま
し
た
。

（
委
員
の
任
期
は
平
成
23

年
４
月
〜
24
年
３
月
ま
で
） 

委員会の改組を行いました。新しい委員は次のとおりです。 
○総務常任委員会【８名】 
（委員長）（副委員長） 

宮本幸輝 平野　正 渡辺大東 稲田　勇 宮本博行 白木一嘉 宮地　昭 濱田裕介 

（総務常任委員会の所管事項） 

１ 一般行政事務機構の研究について 

２ 市財政内容並びに公有財産の管理 

　 運営について 

３ 非常備消防施設の整備状況について 

○産業建設常任委員会【７名】 
（委員長）  （副委員長） 

勝　泰彦 坂本圭子 藤田豊作 松田達夫 上岡礼三 小出徳彦 岡崎　裕 

（産業建設常任委員会の所管事項） 

１ 商工業者の近代化促進について 

２ 農林水産振興の基礎調査について 

３ 観光産業開発の基礎調査について 

４ 市道等の維持管理について 

５ 都市計画事業の推進について など 

○教育民生常任委員会【７名】 
（委員長）  （副委員長） 

中屋和男 川村一朗 北澤　保 矢野川信一 宮崎　努 三吉　忠 安岡　明 

（教育民生常任委員会の所管事項） 

１ 教育施設の管理運営について 

２ 環境衛生施設等の整備について 

３ 病院事業の管理運営について 

４ 福祉厚生施設の整備促進について 

５ 保育事業の運営管理について 

○議会運営委員会【８名】 
（委員長）（副委員長） 

矢野川信一 小出徳彦 坂本圭子 宮本博行 白木一嘉 勝　泰彦 川村一朗 平野　正 

（議会運営委員会の所管事項） 

１ 議会の運営について 

２ 議会の会議規則、委員会条例等に 

　 ついて 

３ 市議会だよりの発行について 



3 市議会だより 

《 通 告 表 》 

質問 
順位 

質　　　問　　　要　　　旨 質問 
順位 

質問者 質問者 

宮
崎
　
努 

8

質　　　問　　　要　　　旨 

平
野
　
正 

9

小
出
徳
彦 

7

川
村
一
朗 

勝
　
泰
彦 

2

安
岡
　
明 

1

3

稲
田
　
勇 

濱
田
裕
介 

矢
野
川
信
一 

4

5

6

一般質問 

１　デマンド交通について 

（１）エリア設定について 

２　中村駅前の整備（レイアウト）について 

（１）整備が進む中、全体的なレイアウトは

　　どうなっているか 

（２）駅の有効活用、利用するにあたりワー

　　クショップ方式での取組みは地域等の

　　意見を反映しているか 

３　ＪＲ予土線フィギュア列車の運行につ

　いて 

（１）本市としての捉え方と連携・活用策は 

４　国保税の引き上げについて 

（１）これまでの国保運営協議会での検討

　　内容と判断の時期は 

（２）引き上げに対する市民への周知の在

　　り方について 

（３）収納率への影響・対策は 

５　四万十ヒノキのブランド化について 

（１）４市町村（中土佐町・四万十町・三原村・

　　四万十市）による協定について 

６　四万十市産材利用促進事業について 

（１）地元産材の使用確認について 

（２）助成金対象となる建築物について 

（３）利用促進に対する産材の供給体制は 

７　保健・医療・福祉連携事業について 

（１）２２年度連携事業の総轄と成果につ

　　いて 

８　園芸作物価格安定事業基金について 

（１）市長として、この事業制度に対する継

　　続についてどう考えているか 

（２）Ｈ２２年１１月に市長に提出された

　　西土佐地区地域審議会からの意見書に

　　対する回答・対応について 

１　庁舎利用について 

（１）市職員労働組合の庁舎利用について 

２　職員給与の事務について 

（１）チェックオフについて 

３　市民病院について 

（１）22年度予算について 

（２）基準外繰出しについて 

（３）市長選公約について 

１　分収市有林への作業道の開設関係につ

　いて 

（１）作業道開設の趣旨を保護組合員にど

　　う周知されているか 

（２）施工業者への技術指導は十分か 

（３）「伐採期が到来した山（森林）の収穫を

　　見たい。」との意見を、どう考えるか 

（４）役目を休止又は終わった作業道の活

　　用について 

２　国道４３９号沿線、蕨岡上分・中角付近

　の道路浸水防止対策について 

（１）現在、県が実施中の、浚渫工事の規模

　　等を把握されているか 

（２）抜本的対策の着手を期待する 

３　ご当地ナンバープレートについて 

（１）四万十市を、より、全国に発信さすため、

　　市の歴史や文化・名物等をナンバープレー

　　トに表示したものを作成してはどうか 

１　市長の政治姿勢について 
（１）現政権をどう評価するか。また、四万十
　　市政への影響をどのように感じているか 
（２）市長のこれまでの市政の総合評価は 
（３）四万十市の人口問題対策について 
２　防災対策について 
（１）更なる津波対策の啓発を 
（２）緊急時における防災放送の整備を 
（３）四万十川下流域の津波対策は 
３　小学校における遊具の安全確保について 
（１）安全点検の実施と今後の遊具設置は 

１　介護保険制度について 
（１）介護認定者、サービスの利用状況、
　　施設待機者等の現状は 
（２）第５期事業計画の策定にあたって 
２　保健・予防活動の推進について 
（１）特定健診等の受診状況は 
（２）健診受診意識の向上のために 
３　ジェネリック医薬品の普及について 
４　就学援助制度について 
（１）適用基準等の現状について 
（２）制度の周知について 

１　四万十市のゴミ集荷システムの地域格
　差について 
（１）自由ヶ丘団地のゴミ集荷システムに
　　ついて 
２　中学校給食について 
（１）中村中学校の昼食について 
３　文化センターについて 
（１）現状と課題 
（２）今後の展望 

１　市長の政治姿勢について 
（１）四万十市の総合計画について 
（２）まちづくりについて 
（３）四万十川の諸問題について 
（４）観光立市について 
（５）発達障害者対策について 

１　子ども達をネット被害から守ろう 
（１）携帯電話のフィルタリング状況は 
（２）保護者共々ネット教育を 
２　校庭の芝生化を 
（１）子ども達の体力向上 
（２）環境整備と教育 
３　災害時の水の確保 
（１）井戸水の利活用を 
４　火災警報器（義務化迫る） 
（１）普及率本市ワースト１ 
（２）一括購入で市民の命守ろう 
５　日本一の清流四万十川を守るために 
（１）市民全員で保全に向けて取組もう 
（２）合併処理浄化槽の推進とメンテナンス 
６　風情ある町づくりを 
７　市庁舎をもっとバリアフリーに 

１　住宅のリフォーム助成について 
（１）本市の既設リフォーム助成制度の利
　　用件数と補助率、金額は 
（２）既設制度や市産材利用促進事業と目
　　的が違うのでは 
２　園芸価格安定事業について 
（１）基金でなく一定の補助を行うべきでは 
３　クヌギ（シイタケの原木）林に対しても
　獣害に対する防護ネット補助を 
４市営住宅の耐震調査の実態と対策状況は 



川
村 

一
朗 

議 

員 
市
長
の
政
治
姿
勢
に
つ
い
て 

安
岡
　 

明 

議 

員 
　
　
現
政
権
を
ど
う
評

価
す
る
か
、
四
万
十
市

へ
の
影
響
は
。 

質
問 

　
　
こ
れ
ま
で
の
市
政

の
総
合
評
価
は
。 

質
問 

　
　
市
の
人
口
問
題
対

策
に
つ
い
て
は
。 

質
問 

防
災
対
策
に
つ
い
て 

　
　
更
な
る
津
波
対
策

の
啓
発
を
。 

質
問 

小
学
校
に
お
け
る
遊
具
の

安
全
確
保
に
つ
い
て 

　
　
安
全
点
検
の
実
施

と
今
後
の
遊
具
設
置
の

進
展
は
。 

質
問 

住
宅
の
リ
フ
ォ
ー
ム
助
成

に
つ
い
て 

　
　
現
在
、
木
造
住
宅

耐
震
や
介
護
保
険
法
、

障
害
者
自
立
支
援
法
な

ど
で
の
リ
フ
ォ
ー
ム
制

度
が
あ
る
が
、
年
間
の

利
用
件
数
と
補
助
率
、

金
額
は
い
く
ら
か
。 

　
既
設
制
度
や
市
産
材

利
用
促
進
事
業
と
は
目

的
が
違
う
。
閉
塞
感
を

取
り
除
く
起
爆
剤
と
し

て
経
済
対
策
を
主
眼
と

し
て
リ
フ
ォ
ー
ム
助
成

を
行
え
。 

　
　
耐
震
化
の
補
助
率

は
１
０
０
％
、
上
限
60

万
円
で
20
〜
22
年
で
２

件
１
２
０
万
円
だ
。
介

護
で
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
は
補
助
率
66
・
６
％
、

上
限
18
万
〜
66
・
６
万

円
で
20
〜
22
年
で
５
２

４
件
６
０
２
５
万
３
０

０
０
円
。
障
害
者
で
の

バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
の
補

助
率
、
上
限
は
介
護
と

同
じ
で
20
〜
22
年
で
18

件
、
４
８
１
万
円
。
太
陽

光
発
電
は
補
助
率
１
０

０
％
、
上
限
12
万
円
で

22
年
度
27
件
２
９
２
万

１
０
０
０
円
。 

　
無
条
件
で
の
リ
フ
ォ

ー
ム
助
成
は
公
平
性
か

ら
い
か
が
な
も
の
か
と

考
え
る
が
、
県
内
で
も

予
算
化
さ
れ
て
い
る
所

も
あ
る
の
で
注
視
し
検

討
す
る
。 

質
問 

答
弁 

ク
ヌ
ギ（
シ
イ
タ
ケ
の
原

木
）林
に
対
し
て
も
獣
害

防
護
ネ
ッ
ト
補
助
を 

　
　
ク
ヌ
ギ
伐
採
後
は

元
株
が
成
長
し
て
い
る

た
め
10
年
位
で
更
新
で

き
る
が
近
年
は
鹿
に
食

べ
ら
れ
枯
れ
て
し
ま
う
。

ネ
ッ
ト
の
補
助
を
。 

　
　
造
林
補
助
事
業
と

松
野
町
と
で
作
っ
て
い

る
広
域
事
業
が
あ
る
が

前
も
っ
て
の
申
請
や
一

定
の
条
件
が
あ
る
。
補

助
率
は
68
％
と
55
％
だ
。 

質
問 

園
芸
作
物
価
格
安
定

事
業
に
つ
い
て 

　
　
低
金
利
、
低
価
格

に
よ
っ
て
制
度
そ
の
も

の
が
危
機
に
瀕
し
て
い

る
。
助
成
を
前
向
き
に

検
討
せ
よ
。 

質
問 

答
弁 

市
営
住
宅
の
耐
震
調
査

の
実
態
と
対
策 

　
　
老
朽
化
住
宅
も
多
い
。

耐
震
の
調
査
と
対
策
は
。 

　
　
昭
和
55
年
以
前
の

建
築
基
準
で
建
設
さ
れ

た
住
宅
が
中
村
地
区
で

１
２
３
戸
、
西
土
佐
地

区
で
42
戸
あ
る
。
中
村

地
区
で
簡
易
調
査
は
し

て
い
る
が
、
国
の
補
助

を
受
け
24
年
度
よ
り
取

り
組
む
。
今
後
の
需
要

等
見
極
め
建
て
替
え
も

含
め
検
討
す
る
。 

質
問 

答
弁 

　
　
中
村
地
区
等
と
の

不
公
平
が
生
じ
な
い
よ

う
根
本
的
な
見
直
し
を

行
う
。
過
疎
債
も
含
め

総
合
的
に
検
討
す
る
。 

答
弁 

質
問 

　
　
公
約
の
柱
の
市
民

病
院
の
今
後
の
見
通
し

は
ど
う
か
。 

質
問 

　
　
緊
急
時
の
防
災
放

送
の
整
備
を
。 

質
問 

　
　
四
万
十
川
下
流
域

の
津
波
対
策
は
。 

質
問 

　
　
今
回
の
国
保
税
値

上
げ
は
、
市
民
に
十
分

納
得
い
く
努
力
が
な
さ

れ
て
き
た
か
。 

答
弁 

　
　
最
近
は
失
望
感
も

あ
る
が
評
価
面
も
多
く

医
療
介
護
、
子
育
て
等

社
会
保
障
を
強
化
、
雇

用
を
生
み
出
す
点
は
本

市
も
共
通
の
取
り
組
み
。 

答
弁 

　
　
現
在
医
師
は
８
名
、

４
月
か
ら
２
名
を
迎
え

る
が
退
任
も
あ
る
。
10

時
以
降
の
救
急
医
療
の

件
は
医
師
確
保
の
体
制

が
整
わ
な
い
。 

答
弁 

　
　
今
後
、
県
の
補
助

事
業
や
関
係
機
関
と
の

協
議
を
進
め
、
24
年
度

の
予
算
化
を
目
指
す
。 

答
弁 

　
　
来
年
度
下
田
と
八

束
地
区
に
避
難
路
整
備

を
予
定
。津
波
対
策
は
国
・

県
も
下
流
域
管
理
上
堤

防
の
安
全
性
確
保
に
取

り
組
む
。 

答
弁 

　
　
標
準
使
用
期
間
を

過
ぎ
た
遊
具
は
重
点
的

に
点
検
、
修
繕
が
困
難

な
物
は
取
替
に
務
め
る
。

専
門
業
者
の
点
検
に
つ

い
て
は
今
後
導
入
を
検

討
す
る
。 

答
弁 

　
　
保
険
制
度
を
守
る

苦
渋
の
選
択
。
相
互
扶

助
の
観
点
で
国
が
維
持

す
べ
き
な
の
に
、
市
町

村
に
負
担
が
く
る
。
負

担
割
合
が
大
き
い
人
は

極
力
軽
減
措
置
が
受
け

ら
れ
る
工
夫
を
す
る
。 

答
弁 

　
　
自
主
防
災
組
織
の

組
織
強
化
と
啓
発
活
動

が
重
要
。
今
年
１
・
２
月

に
危
機
管
理
演
習
や
防

災
講
演
会
を
実
施
。
今

後
も
家
屋
の
耐
震
化
も

含
め
取
り
組
む
。 

答
弁 

　
　
市
政
懇
談
会
の
実

施
、
障
害
者
自
立
支
援

の
取
り
組
み
等
公
約
の

柱
は
着
実
に
前
進
。
不

十
分
な
分
野
に
も
引
き

続
き
取
り
組
む
。 

答
弁 

　
　
今
後
の
高
齢
化
、

人
口
減
へ
、
若
者
の
雇

用
確
保
、
地
元
産
業
の

育
成
、
地
域
づ
く
り
支

援
等
取
り
組
む
。 

し  

せ
い 

こ
ん 

だ
ん 

か
い 

な
っ 

と
く 

く 

じ
ゅ
う 

じ
ょ 

せ
ん 

た
く 

ふ 

か
ん
　
り  

じ
ょ
う 

す 

し
ゅ
う 

ぜ
ん 

ち
ゅ
う 

し 

こ
う 

し
ん 

ろ
う
き
ゅ
う
か
じ
ゅ
う
た
く 

じ
ゅ  

よ
う 

み
　
き
わ 

か 

ひ
ん 

き
　
せ
つ 

し
　
さ
ん  

ざ
い 

へ
い  

そ
く  

か
ん 

き
　
ば
く  

ざ
い 

し
ゅ 

が
ん 

き
ょ
く
り
ょ
く 

そ
　 

ち 

さ
ら 

こ
う  

や
く 

た
い  

し
ん 
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稲
田 

　
勇 

議 

員 
勝
　 

泰
彦 

議 

員 
子
供
た
ち
を
ネ
ッ
ト
被
害
か
ら
守
ろ
う 

　
　
携
帯
電
話
の
フ
ィ

ル
タ
リ
ン
グ
状
況
は
。 

質
問 

　
　
保
護
者
共
々
ネ
ッ

ト
教
育
を
。 

質
問 

　
　
中
学
生
電
話
所
有

調
査
で
は
、
フ
ィ
ル
タ

リ
ン
グ
実
施
19
％
、
未

実
施
37
％
、
分
か
ら
な

い
44
％
で
あ
っ
た
。 

　
今
後
も
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
を
実
施
し
、
実
態

の
把
握
に
努
め
る
。 

答
弁 

　
　
23
年
、
24
年
改
定

の
新
学
習
指
導
要
領
で

の
情
報
モ
ラ
ル
教
育
の

充
実
を
図
る
。 

答
弁 

　
　
本
市
で
は
公
共
下

水
道
、
農
業
集
落
排
水

事
業
、
合
併
浄
化
槽
事

業
を
行
っ
て
い
る
。 

　
水
質
保
全
に
は
重
要

な
施
策
と
考
え
る
。 

　
今
後
も
整
備
促
進
に

努
め
る
。 

答
弁 

校
庭
の
芝
生
化
を 

　
　
子
供
の
体
力
向
上

と
環
境
整
備
に
校
庭
の

芝
生
化
を
。 

質
問 

水
害
時
の
水
の
確
保 

　
　
各
地
域
で
井
戸
水
を

選
定
し
、利
活
用
す
べ
き
だ
。 

質
問 

日
本
一
の
清
流
、四
万
十

川
を
守
る
た
め
に 

　
　
水
質
保
全
に
合
併

浄
化
槽
の
設
置
推
進
を
。 

質
問 

　
　
教
育
環
境
整
備
項

目
に
校
庭
の
芝
生
化
を

掲
げ
て
い
る
が
、
西
土

佐
地
域
で
は
鹿
の
糞
害

の
拡
大
、
中
村
小
改
築

検
討
委
員
会
で
も
維
持

管
理
、
糞
害
の
理
由
か

ら
不
採
択
と
な
っ
て
い
る
。 

　
し
か
し
、子
供
達
に
と

っ
て
大
変
有
効
と
考
え

て
い
る
の
で
、先
進
事
例

や
他
市
の
取
組
状
況
を

見
極
め
、
保
護
者
、
地
域

の
理
解
を
経
て
、具
体
的

方
向
性
を
出
し
て
い
く
。 

答
弁 

　
　
災
害
時
に
有
効
な

手
段
と
考
え
る
。 

　
防
災
会
の
協
力
を
得
て
、

来
年
度
か
ら
井
戸
の
保

有
状
況
を
調
査
す
る
。 

答
弁 

風
情
あ
る
町
づ
く
り
を 

　
　
町
中
に
柳
の
植
栽
を
。 

質
問 

　
　
街
中
で
は
十
分
な

検
討
が
必
要
。 

　
美
し
い
町
並
み
づ
く

り
に
は
、
１
つ
の
ポ
イ

ン
ト
と
認
識
す
る
。 

　
推
進
会
議
で
も
論
議
し

て
も
ら
え
る
よ
う
提
案
す
る
。 

　
庁
舎
周
辺
は
植
栽
を
し

た
ば
か
り
で
考
え
て
い
な
い
。 

答
弁 

市
庁
舎
を
も
っ
と
バ
リ
ア
フ
リ
ー
に 

　
　
高
齢
者
の
た
め
に
杖

ホ
ル
ダ
ー
設
置
を
。 

質
問 

　
　
１
階
、２
階
に
、３
月

中
に
10
個
程
度
設
置
す
る
。 

答
弁 

　
　
郷
土
資
料
館
周
り
の

木
の
伐
採
を
。 

質
問 

　
　
風
致
公
園
と
云
う

位
置
付
け
で
大
規
模
伐

採
は
困
難
。
必
要
に
応

じ
て
適
正
管
理
に
努
め
る
。 

答
弁 

　
　
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
未

実
施
の
状
況
が
あ
る
。指

導
す
べ
き
で
あ
る
。 

質
問 

　
　
設
置
者
は
、保
守
点
検
、

浄
化
槽
清
掃
業
務
、法
定
点

検
の
、３
つ
の
義
務
が
あ
る
。 

　
設
置
許
可
者
の
県
と

連
携
し
、
よ
り
一
層
適

性
な
維
持
管
理
が
な
さ

れ
る
よ
う
努
め
る
。 

答
弁 

ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品

の
普
及
で
経
費
削
減
を 

　
　
国
保
財
政
は
、
保

険
税
の
減
収
と
国
保
負

担
金
が
約
50
％
か
ら
25

％
に
半
減
さ
れ
、
医
療

費
は
増
加
す
る
悪
循
環

を
繰
り
返
す
構
造
的
な

問
題
が
あ
る
。 

　
病
院
等
で
処
方
さ
れ

る
薬
に
は
、
新
し
く
開

発
さ
れ
た
新
薬
と
、
新

薬
の
特
許
期
間
が
終
了

後
に
製
造
販
売
さ
れ
る

ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品

は
研
究
・
開
発
期
間
が

短
い
等
の
理
由
で
、
新

薬
と
同
じ
成
分
・
効
能

で
も
２
割
か
ら
７
割
の

値
段
で
あ
る
。 

　
私
は
平
成
14
年
３
月

議
会
で
患
者
・
保
険
者
・

医
療
機
関
の
薬
代
を
軽

減
す
る
た
め
に
、
市
民

病
院
で
の
普
及
状
況
を

聞
い
た
が
、
当
時
は
２

品
目
の
使
用
で
あ
っ
た
が
、

現
在
は
い
く
ら
か
。
新

薬
と
の
比
較
で
ど
れ
位

の
軽
減
効
果
が
あ
る
か
。 

質
問 

特
定
健
診
の
受
診
状
況

と
そ
の
影
響
に
つ
い
て 

　
　
国
は
平
成
20
年
度

か
ら
始
ま
っ
た
特
定
健

康
診
査
で
、
市
町
村
な

ど
の
保
険
者
に
対
し
て
、

受
診
率
の
数
値
目
標
を

示
し
、最
終
年
度
の
24
年

度
は
65
％
に
す
る
よ
う

に
求
め
て
い
る
。
到
達

状
況
に
よ
っ
て
、
後
期

高
齢
者
医
療
制
度
の
負

担
金
を
10
％
の
範
囲
内

で
増
減
さ
れ
る
こ
と
に

な
っ
て
い
る
。
受
診
率

の
状
況
と
、
ペ
ナ
ル
テ

ィ
を
課
せ
ら
れ
た
場
合
、

ど
の
位
の
影
響
を
受
け

る
か
。 

質
問 

答
弁 

　
　
特
定
健
診
の
受
診

率
は
平
成
20
年
度
は
目

標
30
％
に
対
し
て
29
％
、

21
年
度
は
目
標
40
％
に

対
し
て
27
・
２
％
、
22
年

度
は
目
標
50
％
に
対
し

て
、
２
月
末
現
在
で
23
・

３
％
で
あ
る
。 

　
こ
の
様
な
受
診
率
で

推
移
す
る
と
、
後
期
高

齢
者
医
療
制
度
へ
の
負

担
金
は
最
大
約
５
千
万

円
の
増
加
に
な
る
可
能

性
も
あ
り
、
国
保
財
政

が
さ
ら
に
圧
迫
さ
れ
る

こ
と
に
な
る
。 

　
今
後
は
、保
健
・
医
療
・

福
祉
連
携
事
業
で
、「
ふ

れ
あ
い
談
話
室
」
等
の

協
力
を
得
な
が
ら
、
健

康
増
進
と
受
診
率
の
向

上
に
取
り
組
み
た
い
。 

答
弁 

　
　
市
民
病
院
で
の
使

用
は
71
品
目
に
広
が
り
、

今
年
２
月
分
で
約
１
４

０
万
円
、
年
間
に
換
算

す
る
と
約
１
６
８
０
万

円
の
軽
減
に
な
る
。 

　
３
月
下
旬
よ
り
、
国

保
の
40
歳
以
上
の
被
保

険
者
に
、
ジ
ェ
ネ
リ
ッ

ク
医
薬
品
を
使
用
し
た

場
合
の
自
己
負
担
額
の

差
額
通
知
を
す
る
こ
と

に
し
て
い
る
。 

け
い  

た
い  

で
ん  

わ 

じ
っ  

た
い 

は
　
あ
く 

し
ん  

が
く
し
ゅ
う 

し
　
ど
う  

よ
う
り
ょ
う 

じ
ゅ
う
じ
つ 

し
ば
　
ふ
　 

か 

か
か 

し
か 

ふ
ん  

が
い 

ふ  

さ
い 

た
く 

ほ
　
し
ゅ
て
ん
け
ん 

れ
ん  

け
い 

や
な
ぎ 

に
ん 

し
き 

ば
っ
さ
い 

ふ
う
　
ち
　
こ
う 

え
ん 

つ
え 

い 

し
ょ
く
さ
い 

み
　
き
わ 

が
っ 

ぺ
い 

し
　
さ
く 

じ
ょ
う 

か
　
そ
う 

せ
ん 

て
い 

は
か 

げ
ん
し
ゅ
う 

あ
く
じ
ゅ
ん
か
ん 

し
ょ  

ほ
う 

と
っ 

き
ょ
　
き
　
か
ん 

こ
う  

の
う 

ひ
ん 

も
く 

ひ
　
か
く 

け
い 

げ
ん 

こ
う
　
か 

え
い
き
ょ
う 

す
い
　
い 

あ
っ  

ぱ
く 

れ
ん  

け
い  

じ  

ぎ
ょ
う 

か
ん 

ざ
ん 

と
う  

た
つ 

と
く  

て
い 

け
ん 

こ
う  

し
ん   

さ 
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濱
田 

裕
介 

議 

員 

矢
野
川
信
一
議 

員 
四
万
十
市
の
ゴ
ミ
収

集
シ
ス
テ
ム
の
地
域

格
差
に
つ
い
て 

四
万
十
市
立
文
化
セ
ン

タ
ー
に
つ
い
て 

　
　
当
市
に
於
け
る
、

ゴ
ミ
収
集
方
法
と
そ
の

地
区
数
は
。 

質
問 

　
　
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
一

カ
所
あ
た
り
が
対
応
す

る
世
帯
数
は
。 

質
問 

　
　
自
由
ヶ
丘
の
よ
う

な
ケ
ー
ス
で
は
、
世
帯

に
よ
っ
て
は
、
ス
テ
ー

シ
ョ
ン
ま
で
の
距
離
が

か
な
り
遠
く
な
る
。
高

齢
者
世
帯
な
ど
で
は
、

か
な
り
負
担
が
大
き
く

な
ら
な
い
か
。 

質
問 

　
　
老
朽
化
に
と
も
な

い
建
て
替
え
も
視
野
に

入
れ
た
施
設
の
改
善
が

求
め
ら
れ
て
い
る
と
思

う
が
、
現
状
に
於
け
る

問
題
点
は
把
握
で
き
て

い
る
か
。
今
後
ど
の
よ

う
に
対
処
す
る
か
。 

質
問 

中
学
校
給
食
に
つ
い
て 

　
　
当
市
の
中
学
校
給

食
実
施
の
展
望
は
。 

質
問 

　
　
戸
別
収
集
が
48
地

区
、
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
方

式
が
90
地
区
、
併
用
が

３
地
区
。 

答
弁 

　
　
平
成
21
年
に
「
高

齢
者
等
の
ゴ
ミ
出
し
に

対
す
る
支
援
制
度
」
を

設
け
て
い
て
、
訪
問
介

護
サ
ー
ビ
ス
の
ヘ
ル
パ

ー
援
助
が
必
要
な
方
か

ら
の
申
し
出
が
あ
れ
ば
、

柔
軟
に
対
応
し
て
い
る
。 

答
弁 

　
　
市
全
体
と
し
て
は

把
握
し
て
い
な
い
が
、

具
同
地
区
を
例
に
取
る

と
、一
カ
所
あ
た
り
約
４
・

８
世
帯
と
な
る
。
同
じ

具
同
で
も
、
自
由
ヶ
丘

は
一
カ
所
あ
た
り
１
１

５
世
帯
と
な
る
。 

答
弁 

　
　
市
と
管
理
者
と

の
連
係
が
密
で
な
い

の
が
根
本
的
な
問
題

と
考
え
る
。
財
政
の
視

点
か
ら
、
全
面
改
策
は

難
し
い
が
、
管
理
者
と

の
連
係
を
強
化
し
、
ハ

ー
ド
、ソ
フ
ト
両
面
か
ら
、

よ
り
良
い
文
化
セ
ン

タ
ー
に
な
る
よ
う
取

り
組
ん
で
い
く
。 

答
弁 

　
　
都
計
道
路
と
し
て

中
村
山
路
線
が
あ
り
都

市
計
画
を
変
更
し
て
取

り
組
み
を
進
め
る
。
角

崎
か
ら
サ
ン
リ
バ
ー
ま

で
10
㍍
幅
員
と
し
て
計

画
す
る
。 

答
弁 

　
　
い
い
提
案
だ
。
小

京
都
を
切
り
口
と
し
て

発
想
で
き
れ
ば
と
共
感

す
る
。
是
非
共
考
え
て

み
た
い
。 

答
弁 

　
　
平
成
19
年
６
月
策

定
の
「
四
万
十
市
学
校

給
食
実
施
計
画
」
で
、
市

内
全
小
学
校
で
の
完
全

給
食
実
施
状
況
を
ふ
ま

え
、
保
護
者
の
意
向
、
給

食
実
施
の
必
要
性
を
見

極
め
な
が
ら
、
中
学
校

の
給
食
実
施
に
つ
い
て

検
討
す
る
こ
と
と
な
っ

て
い
る
。
現
在
、
西
土
佐

地
区
の
小
学
校
再
編
の

途
中
で
、
西
土
佐
地
域

の
小
学
校
の
完
全
実
施

が
完
了
し
て
い
な
い
。

中
学
校
の
学
校
給
食
へ

の
取
り
組
み
は
、
そ
れ

以
降
に
検
討
す
る
こ
と

に
な
る
。 

答
弁 

市
長
の
政
治
姿
勢
に
つ
い
て 

(1)
ま
ち
づ
く
り
に
つ
い
て 

　
　
市
街
地
を
囲
む
外

周
道
路
計
画
と
し
て
不
破
、

角
崎
か
ら
市
街
地
へ
繋

ぐ
路
線
を
計
画
す
べ
き
だ
。 

　
　
ス
ジ
ア
オ
ノ
リ
は

最
近
の
５
年
間
で
最

も
少
な
い
１
㌧
台
に

低
迷
し
そ
う
で
あ
る
。

ア
オ
サ
も
近
年
10
㌧

台
に
ま
で
落
ち
込
ん

で
い
る
。 

　
砂
州
の
復
元
工
事
は

現
在
、
導
流
堤
の
移
設

を
実
施
し
て
お
り
、
そ

の
後
、
土
砂
投
入
が
始

ま
る
が
ど
こ
か
ら
土
砂

を
持
っ
て
く
る
か
が
課

題
。
今
の
県
の
方
針
で

は
河
口
周
辺
の
余
剰
土

砂
を
集
め
る
と
し
、
山

や
丘
を
削
っ
て
持
っ
て

く
る
考
え
は
な
い
と
聞

い
て
い
る
。 

質
問 

(2)
四
万
十
川
の
諸
問
題
に

つ
い
て 

　
　
四
万
十
川
の
重
要

産
業
で
あ
る
ア
オ
ノ
リ
、

ア
オ
サ
等
の
今
後
の
対

策
と
砂
州
復
元
を
一
日

も
早
く
す
る
こ
と
。（
下

流
域
に
堆
積
し
て
い
る

砂
利
を
取
る
べ
き
） 

質
問 

(3)
観
光
立
市
に
つ
い
て 

　
　
一
条
公
時
代
の
ま

ち
の
復
元
の
構
想
を
持
っ

て
は
ど
う
か
。 

質
問 

　
　
経
済
効
果
を
考
え

全
国
規
模
の
会
議
の
誘

致
を
図
れ
。 

質
問 

(4)
発
達
障
害
者
対
策
に

つ
い
て 

　
　
支
援
法
が
施
行
さ
れ
、

国
や
地
方
自
治
体
の
責

務
と
し
て
各
施
策
に
取

り
組
ん
で
い
る
が
、乳
幼

児
の
健
康
診
断
や
他
機

関
と
の
連
携
、ま
た
当
市

の
就
労
支
援
は
。 

質
問 

答
弁 

　
　
賛
成
で
あ
り
積
極

的
に
取
り
組
む
。
小
京

都
会
議
も
３
回
目
の
誘

致
を
し
た
い
。 

答
弁 

　
　
３
ヵ
月
乳
児
か
ら

１
才
９
ヵ
月
児
ま
で
は

90
％
以
上
の
検
診
率
と

な
っ
て
い
る
。
気
に
な

る
子
供
に
は
継
続
的
に

フ
ォ
ロ
ー
し
て
い
る
。

高
知
大
学
の
先
生
や
県

療
育
セ
ン
タ
ー
等
と
個

別
相
談
を
も
っ
て
い
る
。

就
労
支
援
は
、
就
業
・
生

活
支
援
セ
ン
タ
ー
、
ラ

ポ
ー
ル
等
と
連
携
し
支

援
を
し
て
い
る
。 

答
弁 

お 

は
　
あ
く 

さ
く 

て
い 

し
　 

や 

お 

は
　
あ
く 

こ
ん 

 

ぽ
ん 
て
き 

か
こ 

つ
な 

と
　
け
い 

ど
う
　
ろ 

や
ま  

ち 

つ
の 

さ
き 

ふ
　
ば 

ふ
く 

い
ん 

さ
　  

す 

た
い 
せ
き 

て
い 

め
い 

ど
う
り
ゅ
う
て
い 

よ 

じ
ょ
う  

ど 

し
ゃ 

け
ず 

ぜ
　  

ひ
　
と
も 

ゆ
う 

ち 

し  

こ
う 

せ
き 

む 

し   

さ
く 

れ
ん 

け
い 

し
ゅ
う
ろ
う  

し  

え
ん 

け
ん 

し
ん 

り
つ 

け
い 

ぞ
く 

は
か 
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小
出 

徳
彦 

議 

員 

宮
崎 

　
努 

議 

員 

職
員
給
与
の
事
務
に
つ
い
て 

庁
舎
利
用
に
つ
い
て 

　
　
新
庁
舎
別
棟
に
入

る
予
定
の
市
職
労
事
務

所
の
使
用
料
は
、市
場
価

格
よ
り
割
安
だ
と
思
う
。

組
合
の
た
め
の
条
例
設

定
と
思
わ
れ
な
い
た
め

に
も
、価
格
を
一
般
的
な

価
格
に
設
定
し
た
上
で
、

労
働
組
合
法
第
７
条
の

規
定
に
よ
り
減
免
し
た

方
が
良
い
の
で
は
な
い
か
。 

質
問 

　
　
庁
舎
建
設
に
よ
り

組
合
事
務
所
が
市
健
康

管
理
セ
ン
タ
ー
を
目
的

外
利
用
し
て
い
る
が
、同

施
設
が
補
助
金
を
利
用

し
て
い
る
事
か
ら
、補
助

金
の
返
還
事
由
に
な
る

の
で
は
な
い
か
。 

質
問 

　
　
組
合
費
の
給
与
天

引
き
に
つ
い
て
、
全
国
で

条
例
制
定
さ
れ
て
い
な
い

事
例
が
多
く
あ
る
と
聞
く

が
、四
万
十
市
は
ど
う
か
。 

質
問 

市
民
病
院
に
つ
い
て 

　
　
22
年
度
基
準
外
繰

出
し
を
し
な
け
れ
ば
、自

転
車
操
業
状
態
に
な
る

事
が
わ
か
り
な
が
ら
、基

準
外
繰
出
し
を
し
な
か

っ
た
の
は
な
ぜ
か
。 

質
問 

　
　
自
由
加
入
で
あ
る

公
務
員
の
組
合
費
の
天

引
き
を
市
が
行
う
事
に

つ
い
て
の
市
長
見
解
は
。 

質
問 

　
　
庁
舎
使
用
条
例
を

根
拠
に
し
て
い
て
問
題

は
な
い
。
但
し
、
使
用
料

等
は
４
年
に
一
度
見
直

し
を
す
る
の
で
、
そ
の

際
検
討
す
る
。 

答
弁 

　
　
「
四
万
十
市
一
般

職
員
の
給
与
に
関
す
る

条
例
」で
規
定
し
て
い
る
。 

答
弁 

　
　
基
準
外
繰
出
し
の

根
拠
で
あ
る
改
革
プ
ラ

ン
に
な
い
25
年
度
以
降

も
繰
出
し
を
続
け
る
の
か
。 

質
問 

　
　
今
回
の
基
準
外
繰

出
し
に
併
せ
て
、い
ろ
い

ろ
と
い
う
経
営
改
善
策

に
腹
案
は
あ
る
か
。 

質
問 

　
　
今
回
提
案
の
医
師

の
手
当
ア
ッ
プ
は
、市
長

公
約
の
50
万
円
の
研
修

手
当
を
含
め
た
１
億
円

の
財
政
出
勤
を
あ
き
ら

め
た
結
果
か
。 

質
問 

　
　
い
ろ
い
ろ
経
営
努

力
は
す
る
が
、
資
金
が

必
要
で
あ
れ
ば
、
病
院

の
存
廃
と
セ
ッ
ト
で
議

会
に
提
案
す
る
。 

答
弁 

　
　
予
算
案
以
外
腹
案

は
無
い
。 

答
弁 

　
　
今
回
の
提
案
は
医

師
の
待
遇
改
善
と
引
留

め
策
で
あ
り
、
１
億
円

の
一
部
。
他
に
も
効
果

的
な
案
が
あ
れ
ば
採
用

し
た
い
。 

答
弁 

　
　
法
律
、条
例
に
基
づ

く
運
用
で
あ
り
問
題
な
い
。 

答
弁 

　
　
22
年
度
は
資
金
不

足
の
心
配
が
無
か
っ
た

た
め
、
基
準
外
繰
出
し

を
お
願
い
し
な
か
っ
た
。 

答
弁 

　
　
各
省
庁
の
財
産
処

分
承
認
基
準
に
よ
る
と
一

時
使
用
に
関
し
て
は
財
産

処
分（
貸
し
付
け
）に
当
た

ら
な
い
と
な
っ
て
い
る
。 

質
問 

国
保
税
の
引
き
上
げ

に
つ
い
て 

　
　
今
回
の
条
例
改
正

案
の
国
保
運
営
協
議
会

で
の
検
討
内
容
と
引
き

上
げ
判
断
の
状
況
は
。 

質
問 

　
　
収
納
率
へ
の
影
響
、

対
策
、軽
減
策
は
。 

質
問 

　
　
税
率
９
・
５
％
引

き
上
げ
に
対
す
る
諮
問

に
対
し
て
の
検
討
を
２

回
お
願
い
し
た
。
委
員

か
ら
は
、
引
き
上
げ
時

期
を
先
送
り
す
る
事
の

可
能
性
、
引
き
上
げ
率

を
抑
え
る
事
の
可
能
性

に
つ
い
て
意
見
を
い
た

だ
い
た
。
運
営
協
議
会

か
ら
は
、
①
県
内
他
市

と
比
べ
て
低
い
収
納
率

を
上
げ
る
た
め
の
努
力

を
す
る
こ
と
、
②
税
率

引
き
上
げ
後
は
、
市
の

理
由
を
含
め
た
周
知
を

十
分
に
行
い
理
解
を
求

め
る
事
に
つ
い
て
の
付

帯
意
見
が
つ
く
中
で
全

員
の
決
定
を
も
ら
っ
た

と
判
断
し
て
い
る
。 

答
弁 

　
　
国
保
運
営
協
議
会

に
お
け
る
検
討
内
容
の

中
で
国
保
被
保
険
者
の

職
業
別
・
所
得
別
・
年
代

別
構
成
に
つ
い
て
は
把

握
さ
れ
て
の
協
議
に
な

っ
て
い
た
か
。 

質
問 

　
　
引
き
上
げ
に
対
す

る
市
民
へ
の
周
知
の
在

り
方
に
つ
い
て 

質
問 

　
　
所
得
別
に
つ
い
て

は
既
に
制
度
の
中
で
も

七
割
・
五
割
・
二
割
軽
減

と
い
っ
た
一
定
の
配
慮

が
な
さ
れ
て
い
る
。 

　
ま
た
、
資
産
割
に
つ

い
て
は
、
国
保
の
被
保

険
者
に
占
め
る
自
営
業

の
方
の
割
合
が
低
く
な

っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

所
得
を
産
ま
な
い
資
産

に
考
慮
す
る
こ
と
と
し
、

今
回
２
ポ
イ
ン
ト
落
す

こ
と
と
し
た
。 

答
弁 

　
　
１
月
の
広
報
に
税

率
改
正
に
関
す
る
周
知

が
な
さ
れ
な
か
っ
た
の

は
、
国
保
税
率
の
改
正

に
つ
い
て
の
判
断
は
当

該
年
度
の
国
保
財
政
を

ど
の
よ
う
に
見
積
も
る

か
で
あ
る
が
、
こ
の
作

業
に
取
り
掛
か
れ
る
の

は
国
の
関
係
通
知
が
届

く
１
月
11
日
か
ら
と
な

っ
た
。
こ
の
結
果
１
月

中
旬
に
来
年
度
赤
字
に

な
る
事
が
判
断
さ
れ
た

為
１
月
の
広
報
へ
の
周

知
が
間
に
合
わ
な
か
っ

た
。
今
後
は
市
の
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
等
機
会
を
得

て
説
明
を
し
て
い
き
た

い
。 

答
弁 

　
　
今
回
、
軽
減
の
取

り
組
み
と
し
て
本
来
は
、

一
般
会
計
か
ら
の
繰
り

入
れ
を
ル
ー
ル
化
さ
れ

て
い
な
い
も
の
を
今
回
、

一
般
会
計
か
ら
１
８
５

３
万
円
繰
り
入
れ
、
税

率
上
昇
を
軽
減
し
て
い

る
。 

答
弁 

こ
く
　
ほ
　
う
ん  

え
い
き
ょ
う  

ぎ
　
か
い 

し
　
も
ん 

お
さ 

し
ゅ
う 

ち 

ふ 

た
い
　
い
　
け
ん 

ひ
　  

ほ
　
け
ん  

し
ゃ 

は 
あ
く 

け
い  

げ
ん 

は
い  
り
ょ 

し
　
さ
ん  

わ
り 

し 

こ
う 

り
ょ 

お
と 

あ 

と
う 

が
い  

ね
ん
　
ど 

え
い
き
ょ
う 

す
で 

し  

し
ょ
く
ろ
う し  

じ
ょ
う
か 

か
く 

げ
ん 

め
ん 

こ
ん 

き
ょ 

た
だ 

へ
ん  

か
ん
　
じ
　
ゆ
う 

し
ょ
う
に
ん 

き 

じ
ゅ
ん 

き
ゅ
う 

よ
　
て
ん 

け
ん 

か
い も

と 

き 

じ
ゅ
ん
が
い  

く
り 

び だ 

そ
う
ぎ
ょ
う 

そ
ん 

ぱ
い 

あ
わ 

ふ
く 

あ
ん 

た
い 

ぐ
う  

か
い 

ぜ
ん 

ひ
き
　
と 

さ
く 

け
い 

え
い 

か
い 

ぜ
ん 

さ
く 
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議　案 

第１号議案　平成22年度四万十市一般会計補正予算（第５号）について　　 （全会一致原案可決） 
7,399万9,000円を減額し、予算総額を208億4,774万3,000円とする。消費者行政、Ｄ
Ｖ対策・自殺予防等の弱者対策、知の地域づくりを対象とした「住民生活に光をそそ
ぐ交付金」を活用した事業の予算化と、決算見込による各事業の減額など。 

第２号議案　平成22年度四万十市老人保健会計補正予算（第２号）について （全会一致原案可決） 
102万1,000円を追加し、予算総額を304万2,000円とする。老人保健会計を今年度限
りで廃止するため、決算による黒字額を一般会計に繰出しする。 

第３号議案　平成22年度四万十市後期高齢者医療会計補正予算（第３号）について（全会一致原案可決） 
541万1,000円を追加し、予算総額を4億4,146万6,000円とする。保険料収入の見直
し、一般会計から保険基盤安定繰入金の確定により、後期高齢者医療広域連合納付
金を補正するもの。 

第４号議案　平成22年度四万十市下水道事業会計補正予算（第３号）について（全会一致原案可決） 
桜町雨水幹線工事の工法変更に際し、現地状況等により工法変更に不測の日数を要し年度
内の完成が見込めないため繰越すもの。 

第５号議案　平成22年度四万十市鉄道経営助成基金会計補正予算（第２号）について（全会一致原案可決） 
1万6,000円を追加し、予算総額を2億6,236万円とする。鉄道経営助成基金利息を基
金に積立てるもの。 

第６号議案　平成22年度四万十市介護保険会計保険事業勘定補正予算（第４号）について（全会一致原案可決） 
100万1,000円を追加し、予算総額を33億3,165万5,000円とする。年間必要額の見直
しにより在宅介護手当を増額するもの。 

第７号議案　平成23年度四万十市一般会計予算について　　　　　　　（賛成多数修正可決） 
予算の総額を203億6,700万円と定める。 
（修正内容）病院事業会計への繰出金を7,700万円削減する修正案が議員提案され賛
成多数で可決された。 

分
収
市
有
林
へ
の
作
業
道

の
開
設
関
係
に
つ
い
て 

　
　
作
業
道
開
設
に
当

た
っ
て
、
保
護
組
合
と

協
議
や
対
話
は
、
さ
れ

て
い
る
か
。 

質
問 

　
　
作
業
道
施
工
業
者

へ
の
技
術
指
導
は
、
十

分
に
行
っ
て
い
る
か
。 

質
問 

　
　
開
設
時
の
支
障
木

や
間
伐
は
、
良
木
を
伐

ら
な
い
よ
う
に
。 

質
問 

　
　
現
在
、
行
わ
れ
て

い
る
浚
せ
つ
工
事
の
規

模
等
を
把
握
し
て
い
る
か
。 

質
問 

　
　
こ
の
工
事
で
、国
道

路
面
又
、向
か
い
の
市
道

の
浸
水
は
、相
当
の
降
雨

時
に
に
も
避
け
ら
れ
る
か
。 

質
問 

　
　
開
設
前
に
協
議
し
、

同
意
を
得
て
実
施
し
て

い
る
。 

答
弁 

　
　
毎
年
、
技
術
講
習

会
等
を
開
い
て
、
指
導

し
て
い
る
。
そ
の
中
で
、

自
然
災
害
に
強
い
構
造

を
指
導
し
て
い
る
。 

答
弁 

　
　
列
状
間
伐
を
行
っ

て
い
る
。
良
木
は
、
な
る

べ
く
伐
ら
な
い
よ
う
に

努
め
る
。 

答
弁 

国
道
四
三
九
号
沿
線
、蕨
岡

上
分
・
中
角
付
近
の
道
路
浸

水
防
止
対
策
に
つ
い
て 

　
　
「
伐
採
期
が
来
た

山
の
収
穫
を
見
た
い
。
」

と
の
意
見
を
、
ど
う
考

え
る
か
。 

質
問 

　
　
役
目
を
終
え
た
作

業
道
は
、整
備
を
し
て
環

境
学
習
や
、観
光
道
と
し

て
活
用
し
て
は
。 

質
問 

　
　
抜
本
改
修
に
向
け

て
の
申
し
入
れ
は
、行
っ

た
か
。 

質
問 

　
　
希
望
が
あ
れ
ば
、分

収
権
の
買
い
取
り
を
検

討
す
る
。 

答
弁 

　
　
雨
量
に
対
す
る
具

体
的
見
解
は
難
し
い
が
、

流
下
量
が
増
大
す
る
の
で
、

相
当
効
果
が
あ
る
の
で

は
な
い
か
と
見
て
い
る
。 

答
弁 

　
　
今
後
の
、河
川
改
修

を
含
め
、県
に
対
し
て
河

川
整
備
の
要
望
を
す
る
。 

答
弁 

　
　
間
伐
体
験
学
習
等

の
受
け
入
れ
を
行
い
、地

元
へ
の
民
泊
や
交
流
が

図
れ
る
よ
う
努
め
て
い

る
が
、
今
後
、「
前
が
森
」

周
辺
の
活
用
も
含
め
て

検
討
し
て
行
く
。 

答
弁 

　
　
河
川
敷
伐
竹
と
、面

積
約
４
３
０
０
平
方
㍍
・

掘
削
土
量
１
万
立
方
㍍

の
除
去
と
承
知
し
て
い
る
。 

答
弁 

　
　
四
万
十
川
や
小
京

都
を
デ
ザ
イ
ン
化
し
た
、

バ
イ
ク
の
ナ
ン
バ
ー
プ

レ
ー
ト
を
作
成
し
て
、

よ
り
、
四
万
十
市
を
売

り
出
す
の
は
ど
う
か
。 

質
問 

ご
当
地
ナ
ン
バ
ー
プ
レ
ー
ト
に

つ
い
て 

　
　
現
ナ
ン
バ
ー
プ
レ

ー
ト
の
在
庫
も
あ
る
の

で
、費
用
対
効
果
を
考
え
、

今
後
、検
討
し
た
い
。 

答
弁 

平
野 

　
正 

議 

員 

か
い  

せ
つ 

ほ
　  

ご
　 

く
み  

あ
い 

せ
　
こ
う 

れ
っ
じ
ょ
う
か
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第８号議案　平成23年度四万十市国民健康保険会計事業勘定予算について（賛成多数原案可決） 
予算の総額を、41億2,842万4,000円と定める。 

第９号議案　平成23年度四万十市国民健康保険会計診療施設勘定予算について（全会一致原案可決） 
予算の総額を、4億4,398万9,000円と定める。（西土佐診療所、大宮出張診療所、口屋内
出張診療所） 

第10号議案　平成23年度四万十市奥屋内へき地出張診療所会計予算について（全会一致原案可決） 
予算の総額を、999万2,000円と定める。 

第11号議案　平成23年度四万十市後期高齢者医療会計予算について　　　　（全会一致原案可決） 
予算の総額を4億4,127万2,000円と定める。 

第12号議案　平成23年度四万十市下水道事業会計予算について　　　　　　（全会一致原案可決） 
予算の総額を10億7,418万5,000円と定める。桜町雨水幹線工事などの雨水対策、角
崎汚水幹線・枝線工事などの汚水対策、中央下水道管理センター等の長寿命化工事
など。 

第13号議案　平成23年度四万十市と畜場会計予算について　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
予算の総額を2億6,228万5,000円と定める。 

第14号議案　平成23年度幡多公設地方卸売市場事業会計予算について　　　（全会一致原案可決） 
予算の総額を2,053万6,000円と定める。 

第15号議案　平成23年度四万十市住宅新築資金等貸付事業会計予算について（全会一致原案可決） 
予算の総額を190万5,000円と定める。 

第16号議案　平成23年度四万十市鉄道経営助成基金会計予算について　　　（全会一致原案可決） 
予算の総額を3億3,293万1,000円と定める。 

第17号議案　平成23年度四万十市農業集落排水事業会計予算について　　　（全会一致原案可決） 
予算の総額を4,708万4,000円と定める。 

第18号議案　平成23年度幡多中央介護認定審査会会計予算について　　　　（全会一致原案可決） 
予算の総額を629万円と定める。 

第19号議案　平成23年度四万十市介護保険会計保険事業勘定予算について　（全会一致原案可決） 
予算の総額を32億2,526万1,000円と定める。 

第20号議案　平成23年度四万十市簡易水道事業会計予算について　　　　　（全会一致原案可決） 
予算の総額を5億58万9,000円と定める。 

第21号議案　平成23年度四万十市園芸作物価格安定事業会計予算について　（全会一致原案可決） 
予算の総額を2,810万2,000円と定める。 

第22号議案　平成23年度四万十市水道事業会計予算について　　　　　　　（全会一致原案可決） 
収益的収入4億3,024万7千円、支出3億7,312万円、資本的収入9,083万7千円、支出2
億7,424万5千円などを定める。 

第23号議案　平成23年度四万十市病院事業会計予算について　　　　　　　（賛成多数修正可決） 
収益的収入20億2,538万3千円、支出21億2,025万6千円、資本的収入8,406万7千円、
支出1億7,536万3千円などを定める。 
（修正内容）一般会計からの繰入金を7,700万円削減する修正案が議員提案され賛成
多数で可決された。 

第24号議案　四万十市暴力団排除条例                                                  （全会一致原案可決） 
行政、市民及び事業者が一体となって市民の生活や社会経済活動の場から暴力団を
排除し、安全で安心な市民生活を実現するために、県条例の施行日にあわせて、とも
に機能しえる四万十市の条例を制定するもの。 

第25号議案　宿泊体験型モデルハウス四万十ヒノキの家の設置及び管理に関する条例（全会一致原案可決） 
四万十ヒノキを始めとする地場産木材の良さをアピールし木材需要を掘り起こす
ため、地場産ヒノキをふんだんに使用した宿泊体験型モデルハウスの設置及び管理
について必要な事項を定めたもの。 

第26号議案　四万十市非常勤特別職員の報酬及び費用弁償支給条例の一部を改正する条例（全会一致原案可決） 
23年度より高齢者に対する口腔ケアの必要性の啓発、口腔ケアの直接実施を行う「四
万十市口腔ケア事業」や乳児検診時の歯科衛生指導など総合的な歯科保健を行うた
め、専門職である歯科衛生士を歯科保健推進員として配置するもの。 
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諮　問 

第27号議案　四万十市一般職員の給与に関する条例の一部を改正する条例　（全会一致原案可決） 
病気休暇及び休職期間における給与支給期間の見直しや、市民病院医師の手当等の
見直しをするもの。 

第28号議案　四万十市特別会計条例の一部を改正する条例　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
老人保健制度の廃止に伴い、平成23年３月以降の特別会計の設置は市に委ねられて
いるが、22年度において医療給付に係る支出もないため、22年度限りで老人保健会
計を廃止するもの。 

第29号議案　四万十市国民健康保険税条例の一部を改正する条例　　　　　（賛成多数原案可決） 
被保険者の所得減少による税収の減少、後期高齢者の医療費の増加による後期高齢
者支援金の負担増により、平成23年度以降大幅な赤字が見込まれることから保険税
の引き上げを行うもの。 

第30号議案　四万十市立学童保育施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例（全会一致原案可決） 
新築した川　小学校の学童保育施設を平成23年４月から利用開始するため、その施
設の名称及び位置を定めるもの。 

第31号議案　四万十市立学校設置条例の一部を改正する条例　　　　　　　（全会一致原案可決） 
平成24年４月開校予定の新設小学校の開校準備に１年を必要とするため、現在の川
　小学校にかわり新設校（西土佐小学校）の名称及び位置を定めるもので、条例施行
は、平成24年４月１日。 

第32号議案　四万十市立学校給食センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例（全会一致原案可決） 
川　小学校と西土佐中学校の共同調理場が完成し、平成23年４月からの稼動に合わ
せその名称及び位置を定めるもの。 

第33号議案　四万十市国民健康保険条例の一部を改正する条例　　　　　　（全会一致原案可決） 
出産育児一時金が平成21年10月から緊急少子化対策として暫定的に４万円引上げ
３９万円としていたものが、平成23年４月以降これを恒久化する健康保険法施行令
の改正が予定されていることに伴い、本市も同様の改正を行うもの。 

第34号議案　四万十市庁舎建設基金条例を廃止する条例　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
庁舎建設事業が平成22年度で終了するため、廃止するもの。 

第35号議案　公の施設の指定管理者の指定について　　　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
具同地区集会所について指定管理者の指定期間が平成23年３月末において満了す
るため、当該期間満了後の指定管理者を指定するもの（５年間）。 

第36号議案　公の施設の指定管理者の指定について　　　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
本年度建築した宿泊体験型モデルハウス四万十ヒノキの家について、指定管理者を
指定するもの。指定期間は、平成23年４月１日から平成24年３月31日までの１年間。 

第37号議案　四万十市道路線の廃止について　　　　　　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
10路線の延長変更に伴う路線再編により、路線の起終点に変更が生じたことから新
たに路線を認定するにあたって、各路線を一旦廃止するもの。 

第38号議案　四万十市道路線の認定について　　　　　　　　　　　　　　（全会一致原案認定） 
地権者との協議が整い市道として認定する平野山線と、37号議案により廃止する路
線の再編により津賀１号線他26路線の合計27路線を市道として認定するもの。 

第39号議案　四万十市過疎地域自立促進計画の一部変更について　　　　　（全会一致原案可決） 
四万十市過疎地域自立促進計画において、西土佐診療所を本区域で重要な地域医療
の拠点として、維持確保していくために運営支援をするもの。 

第40号議案　四万十市土地開発公社の解散について　　　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
土地の先行取得等、計画した事業が完了し土地開発公社設立の目的が達成したため、
同公社を解散するもの。 

第41号議案　固定資産評価員の選任について（杉本整史）　　　　　　　　　（全会一致原案同意） 
現固定資産評価員からの辞職願の受理に伴い、次期固定資産評価員を選任するもの。 

第１号　人権擁護委員候補者の推薦につき意見を求めることについて（大森景一）（全会一致原案同意） 
現人権擁護委員が平成23年３月31日をもって辞任することに伴い、その後任を推薦する
ことについて議会の意見を求めるもの。 
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議員提出議案 

第１号　四万十市議会委員会条例の一部を改正する条例　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
12月定例会で可決された四万十市行政組織条例及び四万十市職員定数条例の一部を改
正する条例による四万十市行政組織条例の一部改正（平成23年４月１日施行）等に基づき、
３常任委員会の所管の一部を変更するもの。 

第２号　四万十市議会会議規則の一部を改正する規則　　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
一般質問の一問一答方式を、本年６月定例会より本実施するために必要な会議規則の改
正を行うもの。 

意 見 書 
○国民健康保険に対する国庫負担の増額を求める意見書　　　　　　　　（全会一致原案可決） 

　（提出者  稲田 勇ほか15名 ） 

　国民健康保険の主な財源は、国、都道府県、保険者の負担金及び被保険者の保険料から成り立っています。 
　国民皆保険の基礎をなす国民健康保険は、制度設計された当時に比べ加入者の層が大きく変化しています。特
に、無職者や年金生活者などの低所得者の占める割合が増加しています。 
　その結果、高齢社会の進行に伴う医療費の増大と相まって国保会計は慢性的な赤字に陥り、加入者の保険料負
担は家計の大きな圧迫となり、「高すぎて払えない」など収納率が低下をしています。 
　また、組合健保加入者や共済健保加入者との比較でも、同等の収入であってもその２倍から３倍も高く、自治体
間の保険料の格差も財政力の違いによって開きが生じています。 
　このまま放置されるならば国民健康保険は制度そのものが崩壊しかねない状態です。 
本来ならば、低所得者の加入者増大に対応して国庫負担を増やすことが不可欠であったけれど、国は、1984年ま
で国庫負担割合としてきた45％を、38.5％に引き下げ、そのほか事務費負担の廃止など大幅に後退させてきたこ
とが、今日の国民健康保険をめぐる危機的な状況をつくりだした原因です。 
　国民健康保険法第４条では「国は国民健康保険事業の運営が健全に行われるようにつとめなければならない。」
という国の責任を規定しています。 
　よって、国におかれては、国民健康保険制度の安定的かつ健全な運営を図るため、国庫負担割合を少なくとも従
前の負担割合に回復することを強く求めます。 

（提出先：内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、厚生労働大臣） 

○保育制度改革に関する意見書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
　（提出者   坂本圭子ほか13名） 

　現在、国において検討されている新たな保育制度＝「子ども・子育て新システム」は、すべての子どもに切れ目の
ないサービスを保障するとしながら、市場原理による保育のサービス産業化や直接契約・直接補助方式の導入な
ど介護保険制度をモデルにした保育制度改革に加えて幼保一体化や最低基準の地方条例化まで、十分な議論もな
いまま強引にすすめようとしている。 
　現行保育制度は、国と自治体の公的責任、最低基準の遵守、公費による財源保障と応能負担を制度の柱にしてお
り、すべての子どもの保育を受ける権利を保障してきた。しかし、現在検討されている国の制度改革の方向は、国
の責任を市町村に委ねるだけでなく、児童福祉法24条にもとづく市町村の保育実施責任を大幅に後退させるも
ので、保育の地域格差が広がるだけでなく、家庭の経済状況により子どもが受ける保育のレベルにも格差が生じ
ることになりかねない。あわせてそれぞれ成り立ちも運営形態も異なる幼稚園と保育所を一体化することに対し
て拙速な結論を出すことは、社会に大きな混乱を引き起こすものである。 
　子どもの貧困や子育て困難が広がり、急激な少子化の進行にも関わらず都市部では保育所の待機児童が急増し、
過疎地で保育の場の確保が困難になっている。いま必要なことは、国と自治体の責任で保育・子育て支援を拡充し、
充分な財源を確保することなど、すべての子どもに質の高い保育を保障するための保育制度の拡充である。 
　よって国及び国会におかれては、子どもの権利を最優先に、地方自治体の実情を踏まえたうえで、国と地方自治
体の責任のもとに保育制度の拡充を図られるよう、以下の事項について強く要望する。 
1．保育所・幼稚園・学童保育及び子育て支援関連予算を大幅に増やし、子育てにかかわる経済的負担の軽減を図ること。 
2．児童福祉施設最低基準を引き上げ、抜本的に改善すること。 
3．保育に格差が生じる直接契約・直接補助方式は導入しないこと。 
4．幼保一体化については拙速な結論は避け、慎重に検討すること。 

（提出先：内閣総理大臣、財務大臣、厚生労働大臣、文部科学大臣、総務大臣ほか） 

○燃油減免制度の継続を求める意見書　　　　　　　　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
　（提出者   川村一朗ほか15名） 

　これまで農漁家の経営に貢献してきた免税軽油制度（１リットルあたり32円10銭）が、地方税法の改正によっ
て、このままでは2012年（平成24年）３月末で廃止される状況にあります。 
　また、現在、政府が昨年、１年間延長したＡ重油の免税・還付措置（１リットルあたり２円04銭）も廃止される状
況にあります。 
　免税軽油とは、道路を走らない機械に使う軽油について軽油取引税（１リットルあたり32円10銭）を免税すると
いう制度で、農業の機械（耕運機、トラクター、コンバイン、栽培管理用機械、畜産用機械など）や船舶、倉庫で使う
フォークリフト、重機など、道路を使用しない機械燃料の軽油は、申請すれば免税が認められてきました。 
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（西土佐総合支所では１階市民室で視聴いただけます） 

次の定例会は６月です。傍聴においでください。 
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○森林・林業活性化策を求める意見書　　　　　　　　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
　（提出者   宮本博行ほか７名） 

　地球温暖化が深刻な環境問題となる中で、二酸化炭素を吸収・固定する森林・木材に対する関心や期待はかつて
無く高まっている。地球温暖化防止・京都議定書で日本が約束した森林吸収源による二酸化炭素排出量の3.8％
(1300万炭素トン)削減目標を達成するためにも、天然生林や種の多様性をいかした適切な除間伐により里山を活
性化し、空気や水などの環境保全、再生可能な森林づくりと木材生産の増加が求められている。 
　しかし、2008年のリーマンショックを端緒とする世界的な経済不況によって、日本経済はかつて無い深刻なデ
フレと長期不況から脱せられないでいる。もともと経営基盤の脆弱な森林・林業をとりまく環境はかつてない危
機的な状況となっている。 
　このような厳しい状況の中、森林整備を着実に促進し、森林が持つ多面的な機能を維持する森林管理・木材生産
など森林経営の安定と山村の活性を図っていくためには、「森林・林業再生プラン」に基づいて50年先を見た国有
林や民有林の長期展望をつくり、施業の集約化や森林路網の整備などで利用間伐を進めつつ、国産材の振興により
林業・木材生産および山村・中山間地域経済を活性化すると共に、公的森林整備体制を確立することが緊要である。 
　よって、次の施策の実現を強く求めるものである。 

記  
１　環境貢献に着目した住宅・土木用資材および建築物への国産材利用の推進、木材関連エコポイント制度の拡
　充、公共建築物木材利用促進法に基づく木材の利用拡大、さらに再生可能エネルギーの全量買い取り制度の実
　現などによる木質バイオマス利用促進対策の充実をはかること。 
２　間伐等森林整備の推進、持続可能な森林経営の確立に向け、路網整備など経営基盤の整備、担い手の育成確保対
　策の強化を図り、林業を再生すると共に、所有者の負担軽減のため森林整備に要する経費の助成を充実すること。 
３　水源林造成を計画的に推進するための実行体制の整備、施業放棄地等民間による森林整備が困難な地域にお
　ける国の関与の下での森林整備を確保すること。また、国民共有の財産である国有林について、公益的機能の一
　層の発揮を図ると共に、我が国の森林・林業政策の推進に貢献するため、国による一体的かつ、安定的な管理運
　営体制の確立を図ること。 
４　関税撤廃を原則としている環太平洋戦略的経済連携協定(ＴＰＰ)参加について反対すること。また、国土の
　保全および我が国の安全保障の観点から、外国資本などによる森林・土地の売買の規制や適切な管理体制を構
　築するための法整備などの対策を強化すること。 
５　森林整備法人(都道府県林業公社等)の円滑な森林整備を推進するための地方財政および金融措置を含む支
援策を強化すること。　　　　　　（提出先：衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、内閣官房長官、農林水産大臣） 

○障害者基本法改正に関する意見書　　　　　　　　　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
　（提出者   宮本博行ほか12名） 

　政府は今国会において障害者基本法の改正を予定しています。今回の改正は、「障がい者制度改革推進本部」の
もとに設置された「障がい者制度改革推進会議」における議論を反映し、日本の障がい者施策を大きく前進させる
ものです。 
　2008年５月、障がい者を保護の客体から権利の主体へと位置づけ直す「国連障害者権利条例」が発効しました。
障がい当事者が委員の半数を占める同推進会議の設置は極めて画期的であり、同推進会議は常に国連障害者権利
条約を念頭に、条約締結に必要な国内法の整備や制度の改革推進について真剣な議論を積み重ねてきました。 
　しかしながら、２月14日、第30回障がい者制度改革推進会議において公表された障害者基本法改正案は、障がい者
の権利保障の観点が極めて不充分で国際水準に到達するものではありません。政府が遵守すべき義務も不明確です。 
今回の障害者基本法改正は、障がい者に関する全ての法制度の基本となるものであり、その進展にかかわる極め
て重要な改正です。よって、四万十市議会は以下の点を要請致します。 
１　2010年６月29日の閣議決定（「障がい者制度改革推進会議」の第１次意見2010.6.7を最大限尊重する内容）、「障
　がい者制度改革推進会議」の第２次意見2010.12.17、及び国連障害者権利条約を踏まえて、障害者基本法改正
　案を策定すること。 
２　「障がい者制度改革推進会議」の合意を得た上で、迅速に障害者基本法改正案を提出し、その成立を図ること。 

（提出先：衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、内閣官房長官、厚生労働大臣） 

　軽油、Ａ重油の減免処置がなくなれば、今でさえ困難な農漁業経営への影響は避けられず、軽油、Ａ重油を大量
に使う畜産農家や野菜・園芸農家をはじめ、本県の中心産業である農漁業経営への影響は深刻です。制度の継続は、
地域農漁業の振興、食料自給率を向上させる観点からも有効であり、その継続が強く望まれています。 
　以上の趣旨から、免税軽油の制度を維持していただくこと、Ａ重油の免税・還付措置を継続していただくことを
強く求めます。　　　　　　　　　　　　　　　（提出先：内閣総理大臣、財務大臣、経済産業大臣、農林水産大臣） 


